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当社は、第74回定時株主総会招集ご通知に際して提供すべき書類のうち、

連結注記表及び個別注記表につきましては、法令及び定款第14条の規定に

基づき、電子提供措置事項記載書面への記載を省略しております。 
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連結注記表 

1．記載金額 
  記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。 
 
2．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項等 
(1) 連結の範囲に関する事項 

  連結子会社の数………………… ６社 
  連結子会社……………………… 株式会社匠美 

株式会社玉井味噌 
マルサンアイ鳥取株式会社 
丸三愛食品商貿（上海）有限公司 
マルサンアイ（タイランド）株式会社 
Ａｌｉｎｏｖａ Ｃａｎａｄａ Ｉｎｃ． 

 
(2) 持分法の適用に関する事項 

  持分法を適用した関連会社数… １社 
  持分法を適用した関連会社…… 海寧市裕豊醸造有限公司 

関連会社は１社であります。 
    当該会社の事業年度に係る財務諸表を使用しております。 
 
(3) 連結子会社の事業年度等に関する事項 

連結子会社のうち、丸三愛食品商貿（上海）有限公司の決算日は12月31日であります。 
連結計算書類の作成にあたっては、当該子会社の2025年６月30日現在で実施した仮決算に基

づく計算書類を使用し、連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整
を行っております。 
また、マルサンアイ（タイランド）株式会社及びAlinova Canada Inc.の決算日は６月30日で

あります。 
連結計算書類の作成にあたっては、同日現在の財務諸表を使用し、連結決算日との間に生じ

た重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。 
その他の連結子会社の決算日は、連結会計年度の末日と一致しております。 

 
(4) 会計方針に関する事項 
① 重要な資産の評価基準及び評価方法 

  有価証券 
   その他有価証券 

  市場価格のない株式等以外のもの… 時価法（評価差額は、全部純資産直入法により処理
し、売却原価は、移動平均法により算定）を採用し
ております。 

  市 場 価 格 の な い 株 式 等… 移動平均法による原価法を採用しております。 
  棚卸資産 
   通常の販売目的で保有する棚卸資産 
    評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっております。 

商品・製品・原材料・仕掛品…… 総平均法 
 

② 重要な減価償却資産の減価償却の方法 
(ｲ) 有形固定資産（リース資産を除く） 

定率法によっております。 
ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備は除く）並びに2016年４月
１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しております。 

主な耐用年数 建物    17～38年 
機械装置  10年 

(ﾛ) 無形固定資産（リース資産を除く） 
定額法によっております。 
ただし、ソフトウエア（自社利用分）については、社内における見積利用可能期間（５
年）に基づく定額法によっております。 
 

(ﾊ) リース資産 
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 



2 
 

なお、当社グループのIFRS適用子会社は、国際財務報告基準第16号「リース」（以下
「IFRS第16号」という。）を適用しております。IFRS第16号により、リースの借手につ
いては、原則としてすべてのリースを貸借対照表に資産及び負債として計上しており、
資産計上された使用権資産の減価償却方法は定額法によっております。 

 
(ﾆ) 長期前払費用 
  均等償却によっております。 
 

③ 重要な引当金の計上基準 
貸 倒 引 当 金 …債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可
能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。 

賞 与 引 当 金 …従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額及びそれに対応す
る社会保険料の会社負担額を計上しております。 

  
④ 退職給付に係る会計処理の方法 
(ｲ) 退職給付見込額の期間帰属方法 

退職給付の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる
方法については、期間定額基準によっております。 

(ﾛ) 数理計算上の差異及び過去勤務費用の処理方法 
過去勤務費用は、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10

年）による定額法により費用処理することにしております。 
数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数（10年）による定額法により、それぞれ発生の翌連結会計年度から費用処
理することにしております。 
未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用については、税効果を調整の上、純資

産の部におけるその他の包括利益累計額の退職給付に係る調整累計額に計上しております。 
(ﾊ) 小規模企業等における簡便法の採用 

一部の連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る
期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。 

 
⑤ 収益及び費用の計上基準 

当社グループでは、主に豆乳及び味噌の販売を行っており、これらの約束した財又はサ
ービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれ
る金額で収益を認識しております。なお、企業会計基準適用指針第30号「収益認識に関す
る会計基準の適用指針」第98項における代替的な取扱い(出荷基準等の取扱い）を適用し、
製品又は商品の国内の販売において、顧客による検収時までの期間が通常の期間の場合は、
出荷時点で収益を認識しております。また、輸出による販売においては、インコタームズ
等で定められた貿易条件に基づきリスク負担が顧客に移転した時点で収益を認識しており
ます。なお、取引価格は顧客との契約において約束された対価から、リベート及び値引き
等を控除した金額で測定しております。 
取引の対価は履行義務を充足してから１年以内に受領しており、重要な金融要素は含ま

れておりません。 
 

3．会計方針の変更に関する注記 
（法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準等の適用） 

「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号 2022年10月28
日。以下「2022年改正会計基準」という。）等を当連結会計年度の期首から適用しておりま
す。法人税等の計上区分（その他の包括利益に対する課税）に関する改正については、2022
年改正会計基準第20－３項ただし書きに定める経過的な取扱い及び「税効果会計に係る会
計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第28号 2022年10月28日。以下「2022年改正適
用指針」という。）第65－２項(２)ただし書きに定める経過的な取扱いに従っております。
なお、当該会計方針の変更による連結計算書類への影響はありません。  
また、連結会社間における子会社株式等の売却に伴い生じた売却損益を税務上繰り延べ

る場合の連結計算書類における取扱いの見直しに関連する改正については、2022年改正適
用指針を当連結会計年度の期首から適用しております。当該会計方針の変更は、遡及適用
され、前連結会計年度については遡及適用後の連結計算書類となっております。なお、当
該会計方針の変更による前連結会計年度の連結計算書類への影響はありません。 
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4．重要な会計上の見積りに関する注記 
繰延税金資産の回収可能性 
① 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額 

繰延税金資産    851,076千円 
 

② 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報 
(ｲ) 算出方法 

 当社グループでは、税務上の繰越欠損金および将来減算一時差異に対して、将来の収益
力にもとづく課税所得およびタックス・プランニングにもとづき、繰延税金資産を計上し
ています。ただし、繰延税金資産の回収可能性に不確実性がある場合は、評価性引当額の
計上を行い、将来実現する可能性が高いと考えられる金額を繰延税金資産として計上して
います。将来の課税所得の見積りは、事業計画を基礎としており、過去の実績値及び事業
計画値に基づいて「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針（企業会計基準適用指針
第26号）による企業分類を行い課税所得の見積可能期間を決定し、繰延税金資産の回収可
能額を算定しております。 

(ﾛ) 主要な仮定 
見積りの基礎となる将来の事業計画は、豆乳飲料事業に係る販売計画、主要原材料価格

を主要な仮定としております。 
 販売計画については、過去の実績値等を勘案して見積もっております。また、主要原材
料価格については、過去からの主要な原材料の相場動向の推移や市場予測、為替相場によ
る影響を勘案して見積もっております。 

(ﾊ) 翌連結会計年度の連結計算書類に与える影響 
繰延税金資産の回収可能性は、将来の課税所得の見積りによるところが大きく、主要な

仮定である販売計画、主要原材料価格の予測は見積りの不確実性が高く、将来の課税所得
の見積り額が変動することにより、繰延税金資産の回収可能性の判断に重要な影響を与え
る可能性があります。 

 
5．連結貸借対照表に関する注記 
(1) 担保に供している資産及び担保に係る債務 

種　　類 内　　容

建物 2,517,060千円 (529,905千円)
構築物 220,751千円 (220,751千円)
機械及び装置 908,245千円 (908,245千円) 長期借入金 3,366,305千円 (2,498,805千円)
土地 2,925,454千円 (2,424,107千円)
投資有価証券 2,605千円 （―千円）

計 6,574,117千円 (4,083,009千円) 計 4,140,329千円 (2,945,441千円)
　　　上記のうち(　)内書は、工場財団抵当並びに該当債務を示しています。

担保に供している資産 担保に係る債務

期末帳簿価額 期末残高

１年内返済予定
の長期借入金

774,024千円 (446,636千円)

 

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 25,733,594千円 
なお、減価償却累計額には、減損損失累計額が含まれております。 

 
(3) 受取手形及び売掛金のうち、顧客との契約から生じた債権の金額は、それぞれ次のとおりであ

ります。 
受取手形 22,100千円 
売掛金 6,280,237千円 

 
(4) 流動負債「その他」のうち、契約負債の残高 6,823千円 
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(5) 当社及び連結子会社（マルサンアイ鳥取株式会社）においては、運転資金の効率的な調達を行
うため取引銀行７行と当座貸越契約及び取引銀行６行と貸出コミットメント契約を締結して
おります。 
これらの契約に基づく当連結会計年度末における当座貸越契約及び貸出コミットメント契

約に係る借入未実行残高は次のとおりであります。 
当座貸越極度額及び貸出コミットメントの総額 4,000,000千円 

借入実行残高 300,000千円 

差引額 3,700,000千円 
 
6．連結損益計算書に関する注記 

顧客との契約から生じる収益 
売上高につきましては、顧客との契約から生じる収益及びそれ以外の収益を区分して記載

しておりません。顧客との契約から生じる収益の金額は、「9．収益認識に関する注記 (1)顧
客との契約から生じる収益を分解した情報」に記載しております。 

 
7．連結株主資本等変動計算書に関する注記 
(1) 当連結会計年度の末日における発行済株式の総数 

 当連結会計年度末株式数(株) 
発行済株式  
 普通株式 2,296,176 

合  計 2,296,176 
 
(2) 配当金に関する事項 

配当金支払額 
2024年12月12日の定時株主総会において、次のとおり決議いたしました。 
配当金の総額 114,064千円 
配当の原資 利益剰余金 
１株当たり配当額 50円 
基準日 2024年 9月20日 
効力発生日 2024年12月13日 

基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 
決議予定 2025年12月12日定時株主総会 
配当金の総額 112,064千円 
配当の原資 利益剰余金 
１株当たり配当額 50円 
基準日 2025年 9月20日 
効力発生予定日 2025年12月15日 

 
8．金融商品に関する注記 
(1) 金融商品の状況に関する事項 
①  金融商品に対する取組方針 

当社グループは、主に豆乳、味噌等の製造販売事業を行うための設備投資計画や原材料調
達計画に照らして、主に金融機関借入により資金を調達しております。一時的な余剰資金は、
事業活動に必要な流動性を確保した上で安全性の高い金融資産にて運用しております。 

 
②  金融商品の内容及びそのリスク 

営業債権である受取手形及び売掛金並びに未収入金は、顧客の信用リスクに晒されており
ます。投資有価証券は、主に取引先企業関連の株式であり、株式については市場価格の変動
リスクや出資先の財政状態の悪化リスクに晒されております。 
営業債務である支払手形及び買掛金並びに未払金は、１年以内の支払期日であります。借

入金は、運転資金及び設備投資等の資金の調達を目的としたものであります。このうち一部
は変動金利であるため、金利の変動リスクに晒されております。 
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③ 金融商品に係るリスク管理体制 
(ｲ) 信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理 

当社グループは、製品の販売、サービスの提供にあたり、与信管理の基準及び手続きに
従い、回収リスクの軽減を図っております。営業債権については、経営企画部が取引先の
信用状況を審査し、取引先別に回収期日及び残高を管理し、円滑かつ確実な回収を図って
おります。 
当期の連結決算日現在における最大信用リスク額は、信用リスクに晒される金融資産の

貸借対照表価額により表わされております。 
(ﾛ) 市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理 

当社は、投資有価証券について、定期的に時価や出資先の財務状況を把握するとともに、
出資先との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。 

(ﾊ) 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理 
当社グループは、資金収支予測を作成し、資金需要を把握しております。また、資金調

達方法の多様化を進めることにより流動性リスクを軽減しております。 
 

④ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 
金融商品の時価の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採

用することにより、当該価額が変動することもあります。 
 
(2) 金融商品の時価等に関する事項 

2025年9月20日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとお
りであります。 

(1)長期借入金
（１年内返済予定分を含む）

7,005,483 6,972,054 △ 33,428

負債計 7,005,483 6,972,054 △ 33,428

（単位：千円）

区分

非上場株式

(※１)「現金及び預金」、「受取手形及び売掛金」、「未収入金」、「支払手形及び買掛
金」、「短期借入金」、「未払金」については、現金であること、及び短期間で決済されるた
め時価が帳簿価額に近似するものであることから、記載を省略しております。

(※２)市場価格のない株式等は、「(1)投資有価証券　その他有価証券」には含まれておりませ
ん。当該金融商品の連結貸借対照表計上額は以下のとおりであります。

連結貸借対照表計上額

57,871

 

 
(3) 金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項 

金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の
3つのレベルに分類しております。 

レベル 1 の時

価： 

 

  

観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において

形成される当該時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価

格により算定した時価 

レベル 2 の時

価： 

  

観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル 1 のインプッ

ト以外の時価の算定に係るインプットを用いて算定した時価 

レベル 3 の時

価： 
観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価 
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時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプ
ットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を
分類しております。 

 
① 時価で連結貸借対照表に計上している金融商品 

区分 
時価（千円） 

レベル１ レベル2 レベル3 合計 

投資有価証券 
 その他有価証券 

  株式 

 
 

78,286 

 
 

― 

 
 

― 

 
 

78,286 

資産計 78,286 ― ― 78,286 

 
② 時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品 

 

区分 
時価（千円） 

レベル１ レベル2 レベル3 合計 

長期借入金 
 （1年内返済予定分を含む） 

― 6,972,054 ― 6,972,054 

負債計 ― 6,972,054 ― 6,972,054 

（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明 
  投資有価証券 
    株式は上場株式であり、相場価格を用いて評価しております。当該上場株式は活発

な市場で取引されているため、その時価をレベル1の時価に分類しております。 
  長期借入金 
    長期借入金の時価は、元利金の合計額と、当該債務の残存期間及び信用リスクを加

味した利率を基に、割引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類して
おります。 

 
9．収益認識に関する注記 
(1) 顧客との契約から生じる収益を分解した情報 
   (単位：千円) 

  

報告セグメント 

その他 合計 豆乳飲料 

事業 
みそ事業 

その他食品 

事業 
計 

売上高             

 顧客との契約から 

生じる収益 
28,136,631 2,030,458 2,705,648 32,872,738 149 32,872,887 

  外部顧客への売上高 28,136,631 2,030,458 2,705,648 32,872,738 149 32,872,887 

 
(2) 顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報 
  収益を理解するための基礎となる情報は、連結注記表 「2．連結計算書類の作成のための
基本となる重要な事項等 (4) 会計方針に関する事項 ⑤収益及び費用の計上基準」に記載
のとおりであります。 

 
10．１株当たり情報に関する注記 

 (1) １株当たり純資産額          3,130円92銭 
 (2) １株当たり当期純利益          315円71銭 
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個別注記表 

1．記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。 
 
2．重要な会計方針 
(1) 有価証券の評価基準及び評価方法 

子会社株式、関連会社株式、 
子会社出資金及び関連会社出資金… 

 
移動平均法による原価法を採用しております。 

  その他有価証券 
 市場価格のない株式等以外のもの… 時価法（評価差額は、全部純資産直入法により処理

し、売却原価は、移動平均法により算定）を採用し
ております。 

 市 場 価 格 の な い 株 式 等… 移動平均法による原価法を採用しております。 
 

(2) 棚卸資産の評価基準及び評価方法 
   通常の販売目的で保有する棚卸資産 
    評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっております。 

   商品・製品・原材料・仕掛品…… 総平均法 
  

(3) 固定資産の減価償却の方法 
① 有形固定資産（リース資産を除く） 

定率法によっております。 
ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備は除く）並びに2016年４月１
日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しております。 

主な耐用年数 建物      17～38年 
機械及び装置  10年 

② 無形固定資産（リース資産を除く） 
定額法によっております。 
ただし、ソフトウエア（自社利用分）については、社内における見積利用可能期間（５年）
に基づく定額法によっております。 

③ リース資産 
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 

④ 長期前払費用 
均等償却によっております。 
 

(4) 引当金の計上基準 
貸  倒  引  当  金  … 債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可
能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。 

賞  与  引  当  金  … 従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額及びそれに対応す
る社会保険料の会社負担額を計上しております。 

退 職 給 付 引 当 金 … 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付
債務及び年金資産の見込額に基づき計上しております。 
①退職給付見込額の期間帰属方法 
 退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末
までの期間に帰属させる方法については、期間定額基準によって
おります。 
②数理計算上の差異及び過去勤務費用の処理方法 
過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間の年

数（10年）による定額法により費用処理しております。 
数理計算上の差異については、各事業年度の発生時の従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額法により、
費用処理することにしております。 

債 務 保 証 損 失 引 当 金 
 

… 関係会社への債務保証に係る損失等に備えるため、関係会社の財
政状況等を個別に勘案し、損失見込額を計上しております。 
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(5) 退職給付に係る会計処理 
退職給付に係る未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の未処理額の会計処理の方

法は、連結計算書類におけるこれらの会計処理の方法とは異なっております。 
 

(6) 収益及び費用の計上基準 
当社は、主に豆乳及び味噌の販売を行っており、これらの約束した製品又は商品の支配が顧

客に移転した時点で、当該製品又は商品と交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識して
おります。なお、企業会計基準適用指針第30号「収益認識に関する会計基準の適用指針」第98
項における代替的な取扱い(出荷基準等の取扱い）を適用し、製品又は商品の国内の販売におい
て、顧客による検収時までの期間が通常の期間の場合は、出荷時点で収益を認識しております。
また、輸出による販売においては、インコタームズ等で定められた貿易条件に基づきリスク負
担が顧客に移転した時点で収益を認識しております。なお、取引価格は顧客との契約において
約束された対価から、リベート及び値引き等を控除した金額で測定しております。 
取引の対価は履行義務を充足してから１年以内に受領しており、重要な金融要素は含まれて

おりません。 
 
3．会計方針の変更に関する注記 

（法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準等の適用） 
「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号 2022年10月28日。

以下「2022年改正会計基準」という。）等を当事業年度の期首から適用しております。法人税等
の計上区分に関する改正については、2022年改正会計基準第20－３項ただし書きに定める経過
的な取扱いに従っております。なお、当該会計方針の変更による計算書類への影響はありませ
ん。  

 
4．重要な会計上の見積りに関する注記 
繰延税金資産の回収可能性 
① 当事業年度の計算書類に計上した金額 

繰延税金資産    893,350千円 
 

② 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報 
連結計算書類「連結注記表 4．重要な会計上の見積りに関する注記」の内容と同一であり

ます。 
 
5．貸借対照表に関する注記 
(1) 担保に供している資産及び担保に係る債務 

種　　類 内　　容

建物 545,774千円 (529,905千円)

構築物 220,751千円 (220,751千円)

機械及び装置 908,245千円 (908,245千円) 長期借入金 2,498,805千円 (2,498,805千円)

土地 2,630,114千円 (2,424,107千円)

投資有価証券 2,605千円 （―千円）

計 4,307,491千円 (4,083,009千円) 計 2,945,441千円 (2,945,441千円)

　　　上記のうち(　)内書は、工場財団抵当並びに該当債務を示しています。

担保に供している資産 担保に係る債務

期末帳簿価額 期末残高

１年内返済予定
の長期借入金

446,636千円 (446,636千円)

 

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 19,603,045千円 
なお、減価償却累計額には、減損損失累計額が含まれております。 

 
 
(3) 保証債務 

関係会社の金融機関等からの借入債務に対し、保証を行っております。 
マルサンアイ鳥取株式会社 1,622,500千円 

株式会社匠美 953,228千円 
株式会社玉井味噌 91,350千円 
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(4) 関係会社に対する金銭債権・債務（区分表示したものを除く） 
    短期金銭債権         1,361,628千円 
    長期金銭債権          168,431千円 
    短期金銭債務         1,922,451千円 
 
(5) 当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行５行と当座貸越契約及び取引銀行６行

と貸出コミットメント契約を締結しております。 
これらの契約に基づく当事業年度末における当座貸越契約及び貸出コミットメント契約に

係る借入未実行残高は次のとおりであります。 
当座貸越極度額及び貸出コミットメントの総額 3,400,000千円 

借入実行残高 300,000千円 
差引額 3,100,000千円 

 
6．損益計算書に関する注記 

関係会社との取引高 
    売上高              17,096千円 
    仕入高            4,839,791千円 
    外注加工費          3,443,981千円 
    上記以外の営業取引高       4,146千円 
    営業取引以外の取引高       87,840千円 
 
7．株主資本等変動計算書に関する注記 
   当期末における自己株式の数 
    普通株式             54,881株 
 
8．税効果会計に関する注記 

 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 
(単位：千円）

繰延税金資産

未払金 288,192

退職給付引当金 392,186

資産除去債務 139,916

減損損失 221,792

賞与引当金 115,654

未払費用 6,838

貸倒引当金 98,689

債務保証損失引当金 6,615

長期前払費用 6,535

その他 89,640

繰延税金資産小計 1,366,063

評価性引当額 △ 400,554

繰延税金資産合計 965,508

繰延税金負債

有形固定資産(資産除去費用) △ 59,034

その他有価証券評価差額金 △ 13,123

繰延税金負債合計 △ 72,158

繰延税金資産の純額 893,350  
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9．関連当事者との取引に関する注記 
(1) 親会社及び法人主要株主等 

該当事項はありません。 
 
(2) 子会社及び関連会社等 

種

類 

会社等の 

名称 
所在地 

資本金

又は出

資金 

事業の内容 

又は職業 

議決権等

の所有(被

所有)割合 

関連当事者

との関係 

取引の 

内容 

取引金額 

（千円） 
科目 

期末 

残高 

（千円） 

子

会

社 

マルサン

アイ鳥取

株式会社 

鳥取県 

鳥取市 

250,000 

千円 

豆乳及び飲料

等の製造・販

売 

100.00％ 

(―％) 

役員の兼任 

債務保証 

当社製品の

製造 

債務保証 

(※1) 
1,622,500 ― ― 

製品の購入

（※2） 
6,003,547 買掛金 1,706,108 

原材料の支

給（※2） 
4,135,467 未収入金 1,188,892 

子

会

社 

株式会社 

匠美 

富山県 

中新川

郡立山

町 

38,000 

千円 

水、豆乳、飲

料及びその他

の製品の製

造・販売 

98.68％ 

(10.00％) 

役員の兼任 

債務保証 

当社製品の

製造 

債務保証 

(※1) 
975,228 ― ― 

子

会

社 

Alinova 

Canada 

Inc. 

カナダ 

オンタ

リオ州 

100千 

カナダ

ドル 

豆乳パウダー 

の 製造、 販

売 （予定） 

90.00％ 

(―％) 

役員の兼任 

資金の貸付 

貸付金額 

 

利息の受取

（※

3）   

738,138 

 

47,992 

 

関係会社

貸付金 

未収収益 

 

1,607,933 

 

12,619 

 

（注）取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 
取引条件及び取引条件の決定方針等 

   ※1 当社は、マルサンアイ鳥取株式会社及び株式会社匠美の銀行借入等に対し債務保証を
行っております。なお、保証料は受け取っておりません。 

      また、株式会社匠美に対し、当期130,000千円の債務保証損失引当金戻入を行い、
22,000千円の債務保証損失引当金を計上しております。 

   ※2 市場実勢を勘案し、価格交渉の上で決定しております。 
   ※3 市場金利を勘案し、決定しております。 
 
(3) 兄弟会社等 

該当事項はありません。 
 

(4) 役員及び個人主要株主等 
該当事項はありません。 

 
10．収益認識に関する注記 
顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報 

   収益を理解するための基礎となる情報は、「2．重要な会計方針 (6) 収益及び費用の計上基
準」に同一の内容を記載しているので、注記を省略しております。 

 
11．１株当たり情報に関する注記 
(1) １株当たり純資産額         2,376円19銭 
(2) １株当たり当期純利益           297円11銭 
 

以 上 
 


